
脱炭素型へのＧＸ経済移行債が国民生活破壊 

２０年間に２０兆円を国民に負担させ原子炉建設資金に回す 
 CO2 排出量の多い企業が事業を脱炭素型へ転換する資

金を調達するために発行する債券を移行債(トランジショ

ンボンド)といいます。岸田自公政権は、国が発行する移

行債を「ＧＸ(グリーントランスフォーメーション)経済移

行債」と呼び、推進しています。 

化石燃料賦課金２０兆円を国民から徴収 

 今後 10 年間で 20 兆円規模の資金を企業の技術開発や設備投資支援する計画で、その財源は

化石燃料輸入業者に課す化石燃料賦課金で、2050 年までに償還する計画です。輸入業者に課す

といっても、最終的には国民が石油代やガソリン代・電気代・ガス代の値上げとして負担するこ

とになります。化石燃料賦課金は 2028 年度に開始予定で、およそ 20 年間継続する予定です。 

次世代革新炉など原子力の活用が謳（うた）われる 

 しかも調達資金の使途に「次世代革新炉」など「原子力の活用」を明記。原発建設の資金にす

る姿勢です。しかし日立製作所など日本の原発産業は新設計画から撤退しています。今世界の大

型原発(第 3 世代炉)を輸出する国は中国・ロシア・フランス・米国・韓国の 5 か国(建設・計画

中が 102 炉)です。米国では次世代小型モジュール炉の建設計画が中止され、日本の次世代革新

炉は宙に浮きそうです。未来のない原発産業に投資の必要はありません。 

 それよりもなによりも、気候危機の進行で、米国アイオワ州では 20 年の暴風で原発が緊急停

止。フランスでは 22 年の熱波で河川の水温が上昇し、原子炉を冷却するための取水や排水が制

限され、「原発が気候変動に脆弱である」ことが明らかになっています。   (文責＝広幡) 

本年４月よりＦＩＴ終了の再エネ発電所に託送料課金制度発足 

 今東北電力ネットワークからＦＩＴ終了の太陽光発電を持つ家庭に「託送料課金制度」発足の

案内通知が送付されています。その通知書によれば、ＦＩＴ終了の太陽光発電に対し、電力側に

逆潮流する電気(これまで売電と呼ばれてきた電気)に対し「託送料金」を賦課する制度が今年 4

月より発足(資源エネルギー庁の発案)します。河北新報１月１８日付報道で、小売事業者が１０・

１８円、発電事業者が０・５１円の託送料を負担することになり、

東北電力はこの託送料で年間１０億円収入が増えるとされていま

す。結局、再エネ重視の新電力が新たに１０円を超える託送料を負

担させられ、その負担が国民

に回ることになります。 

県政だよりと市政だより 

 左写真は県政だよりと市政だ

よりの新年号の表紙です。写真に

村井県知事と郡仙台市長の姿勢

の違いが如実に現れていて、まる

でお笑いの世界です。(広幡) 
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出力制御抑制目的で北陸電力がエコキュート遠隔操作 

 きらきら発電提案の「エコキュート昼に沸かす」作戦を実践中 
 きらきらニュース正月号で、資源エネルギー庁が出力制御の抑制策を考えるタスクフォースを

11 月 7 日行ったと報じましたが、今回はその中で紹介されている「エコキュートを電力需要の

調整」に活用している北陸電力の取り組みを紹介します。 

 北陸電力は 2022 年 12 月から「再エネ発電の制御を減らす目的で、エコキュートの遠隔操作」

を開始。エコキュート(ヒートポンプ式給湯器)は従来「原発推進のために夜間深夜電力を使う契

約」で推進されてきましたが、北陸電力志賀原発が稼働停止状態にあるため、深夜割引を継続す

る理由が失われ、逆

に昼に沸かして、太

陽光発電の抑制量

を減らそうと発想

しました。 

 北陸電力はこの

サービスを利用さ

れる方々のリース

料金を毎月 500 円

割引き、また年間

2,000 円相当のほく

リンクポイントを

進呈しています。市

民側も利益が得ら

れる制度になって

います。 

出力制御誤作動問題で河北独占インタビュー 

 きらきら発電を取材し、１月２３日朝刊に「誤って」と掲載 

 きらきら発電が「東北電力の出力制御誤作動問題」を県庁記者

クラブで１２月２６日に記者会見したことを前号で紹介しました

が、その記者会見を受けて、河北新報が１月１８日きらきら発電

を取材し、１月２３日の朝刊に詳細な記事を掲載してくれました

(別冊資料編を参照)。 

 この日、水戸部理事長・太斎理事・広幡の３人が取材に対応。

水戸部理事長は「東北電力ネットワークのサーバーと我々の PCS

とで双方向の確認ができないことが問題」と指摘。太斎理事は「単

なる通信障害ではなく、理解できないプロトコールが発信されたのではと考える」と説明。広幡

は「誤作動が新潟を含む７県で生じており、全体像を明らかにする責任が東北電力にある。PCS

の再設定に東北電力が金銭面で補償することも被害発電所に伝える必要がある」と強調。記者は

近日中の記事掲載を約束しました。 
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きらきら発電から書籍ＤＶＤ紹介 

 

きらきら発電でDVD「鎌田慧さんと歩く下北

半島」を入手しました。希望者に貸し出しし

ます。また、著書「汚染水海洋放出の争点」

(緑風出版)を 10冊購入しました。こちらは 1

冊 3,000円でお譲りします。電話かメールで

連絡ください。ニュース配達の時、お届けし

ます。振込用紙もお届けします。(広幡) 広 


